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＜本ガイドラインで使用する文言＞ 

議 会 災 害 対 応 方 針 … 「東京都板橋区議会災害対応方針」（Ｐ25 に記載） 
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１．策定目的 

板橋区議会では、平成 26 年 12 月に「東京都板橋区議会基本条例」を制定

している。この条例の第 17 条に定める危機管理における区議会の役割を全

うするため、平成 28 年３月に「東京都板橋区議会災害対応方針」や「東京

都板橋区議会災害対策会議設置要綱」を策定している。これらの方針や要綱

と「板橋区業務継続計画（震災編）」や「板橋区災害時初動マニュアル」と

の連動を図りながら、災害時における具体的な行動指針として「（仮称）板

橋区議会災害対応ガイドライン」を定めるものである。 

 

  

 東京都板橋区議会基本条例 

（危機管理） 

第 17 条 議会は、区民の生命、身体及び財産又は生活の平穏を守るため、大規模

災害等の不測の事態が発生したときは、議会と区民との間及び議会と区長等と

の間で情報の共有化を図るよう努めなければならない。 

２ 議会及び議員は、前項の規定による情報の共有化を図るに当たっては、東京

都板橋区議会災害対応方針に基づき行動するものとする。 
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２．区議会における災害対応の方針等 

「議会災害対応方針」及び「議会災害対策会議設置要綱」において、地震 

等の災害が発生した際の議会・議員・事務局の具体的な役割及び対応方針は、 

以下のとおり定められている。 

  

 

 

 

  

(1) 議員の安否確認 

(2)  議員及び区本部からの情報収集・議員及び区本部への情報提供 

(3) 区本部に優先順位を付しての要望及び提言 

この場合において、議会災害対策会議は、区本部が災害対応に

専念できるよう、会派及び議員からの区本部への要望

及び提言については、議会災害対策会議を窓口と

して行うものとする。 

(4) 議長が必要と認める事項 

(1) 議会災害対策会議からの参集指示があるまで、地域の救援活動

に従事 

(2)  地域の災害情報等の収集及び報告 

(3) 議会災害対策会議から得た情報を区民に伝達 

(4) 連絡態勢の常時確保 

(5) 災害対応に関する知識習得・災害に備えた準備及び訓練 

(1) 議員の安否確認・区本部及び議員への情報伝達 

(2)  区本部において収集した情報を、議会災害対策会議に提供 

  （区本部員として区議会事務局長が出席） 

議 会 の 役 割 

議 員 の 役 割 

事務局 の 役 割 
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（1）設 置 

      区本部が設置された場合、自動的に設置する。 

     ＜区本部の設置基準＞ 

① 区の区域に災害救助法施行令第１条の基準に達する程度の災害の 

発生又は発生するおそれがある場合 

② 上記の災害程度に達しなくても、区の区域に一定数の避難所の開 

設、救助物資の輸送、非常炊き出し等の必要が生じた場合 

③ 区内に震度５弱以上の地震が発生したとき 

   ・ 議長及び副議長は、議会災害対策会議が設置されたときは、出来る限り 

速やかに議会に参集する。 

また、議長は、議員及び区本部に議会災害対策会議が設置されたことを 

通知する。 

（2）組織構成 

   ・ 全議員をもって構成する。 

・ 議長は、議会災害対策会議を総括し、議員を指揮監督する。 

・ 副議長は、議長を補佐する。 

・ 議長、副議長に事故があるときは、下記の表の順位に従い、それぞれの 

  職務を代理する。 

順位 
議長の所掌事務 

を代理する者 

副議長の所掌事務 

を代理する者 

第１位 副議長 議会運営委員会委員長 

第２位 議会運営委員会委員長 同委員会副委員長 

第３位 同委員会副委員長 同委員会理事委員（第３会派） 

第４位 同委員会理事委員（第３会派） 同委員会理事委員（第４会派） 

第 5 位 同委員会理事委員（第４会派） 同委員会理事委員（第○会派） 

…  …  

第○位 同委員会理事委員（第○会派） 区議会事務局長 

第○位 区議会事務局長 区議会事務局次長 

 

・ 議長は、必要に応じて議員を招集することができる。 
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(3) 運 営 

議会災害対策会議を窓口として集められた要望及び提言については、議長及

び副議長が協議した上で、優先順位を付し、区本部へ要望及び提言を行う。 

また、必要に応じて幹事長会を開催し、意見を聞くことができる。 

(4) 安否確認 

安否確認システムによる安否確認が原則であるが、安否確認システム

が使用できない場合は、災害用伝言ダイヤル・伝言板(Ｐ５参照)等を

使用し、以下の事項を区議会事務局に連絡する。 

  

  ＜ 連絡事項 ＞ 

 

① 安否  ② 居場所  ③ 連絡先・手段 

 

 (5) 参 集 

議長から議会災害対策会議への参集指示があった場合には、自身と家族

の安全を確保した上で速やかに参集するものとする。 

なお、自身や家族の被災、住居の被害により直ちに参集できない場合に

は、その負傷などの対応後に参集する。 

また、参集が不可能な場合には、必ずその旨を区議会事務局に報告する

とともに、常に連絡が取れる態勢を確保しておく。 

 

  ＜ 参集基準 ＞ 

参集方法（手段） 服装 

公共交通機関が利用できない

ことを想定し、徒歩での参集を基

本とするが、道路状況等を踏ま

え、安全を最優先に考え、自動車

の使用は避け、自転車等の交通手

段にて参集する。 

円滑な活動を行うため、可能な

限り、貸与されている防災服・保

安帽の着用を基本とし、自身の安

全を確保できる服装とする。 

 ※参集途上、被災者の救命が必要となった場合には、当該救命活動を

優先する。 

また、参集に支障のない可能な範囲で災害情報を収集する。  
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災害発生直後は電話が通じにくくなり、家族等の安否確認が困難になります。 

そのような時は、災害用伝言ダイヤルや災害用伝言板をご利用ください。 

いずれも毎月１日、１５日や防災週間（８月３０日～９月５日）等の期間は、 

体験利用が可能となりますので、利用方法を事前にご確認ください。 

 

災害用伝言ダイヤル（１７１） ※ＮＴＴ提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害用伝言板（ｗｅｂ１７１） ※ＮＴＴ提供 
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災害用伝言ダイヤル１７１をダイヤル 

【伝言を録音する】 

１を押す 
 
 

連絡を取りたい被災地の方の

電話番号を市外局番から入力 

 

３０秒以内に伝言を入れる 

【伝言を再生する】 

２を押す 
 
 

連絡を取りたい被災地の方の

電話番号を市外局番から入力 

 

伝言を聞く 

災害用伝言板のサイトへアクセス 

https://www.web171.jp/ 

【伝言を登録する】 

伝言を登録したい電話番号を

入力して、「登録」をクリック 

 

伝言登録画面から名前、安否、

伝言（最大１００文字）を入力

し、「登録」をクリック 

【伝言を確認する】 

伝言を確認したい電話番号を

入力して、「確認」をクリック 

 

伝言の有無と内容を確認する 

「災害用伝言ダイヤル・伝言板」の利用方法 
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３．災害時の行動指針（ガイドライン） 

発災後を、初動対応(発災～３日)➡ 中期(３日～７日)➡ 長期(７日～1 か月)

に区分し、各時期における具体的な行動指針（ガイドライン）は以下のとおりと

する。 

 

 

 

  

初動対応 

(発災～３日) 

新設の内容 

初動対応においてとるべき行動 

 ● 身の安全確保 及び 安否連絡 

 ● 地域の救援活動に従事 

 ● （議長・副議長）議会に参集 
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（1）会議（本会議・委員会）中  

① 身の安全確保 

② 会議（本会議・委員会）の休憩 

地震の揺れを感知した場合、議長（委員長）の判断で、暫時 

休憩を宣告する。 

   ※ 緊急地震速報が放送された場合、議長（委員長）は、直ち 

に暫時休憩を宣告する。 
 

③ 安全な場所への避難 

被害拡大に備え、避難行動に移りやすくするため、廊下及び

エレベーターホールに避難する。    

④ 会議（本会議・委員会）の再開の協議 

議長（委員長）・事務局が下記の確認事項を踏まえ、協議

した上で、以下の場合ごとの判断を行う。 

 

＜確認事項＞ 

○ 震度情報 

○ 会議場の安全点検 

○ 区本部の設置状況   等 

    

 

明らかに揺れが軽微である場合 

議長（委員長）は、本会議(委員会)を再開し、 

議事を継続する。 
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※Ｐ28 参照 
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揺れが大きかった場合 

⑤ 支援活動 及び 災害情報の収集 

対応方針に基づき、各々の地域において支援活動及び情報収集等 

を行う。 

本会議場及び委員会室等が安全である場合 

 

区本部が設置されない 

（区内が震度４以下で、執行機関において緊急の対応を要しない場合） 

行
動 

事務局から震度情報等を報告後、議長（委員長）は 

本会議（委員会）を再開し、議事を継続する。 
 

区本部が設置された ⇒ 議会災害対策会議の設置 

(区内が震度５弱以上で、執行機関において緊急の対応を要する場合） 

本 会 議 

行 

動 

① 幹事長会（※１）を開催し、対応を協議する。 

② 議会運営委員会で「本会議の運営や日程変更等」に 

ついて決定する。 

③ 本会議を再開し、延会（休会・会期延長等）の手続き 

をとる。 

  
※ 議会運営委員以外の議員は、今後の対応が決定するまで控室等 

で待機する。 

委 員 会 

 
 

行 

動 

① 開催されている委員会の委員長及び副委員長を集め、 

対応を協議する。 

② 委員会を再開し、閉会等の手続きをとる。 

   
※ 委員長及び副委員長以外の議員は、今後の対応が決定するまで 

控室等で待機する。 

※ 委員会に出席していない議員は、安否確認システム等を利用して 

事務局に安否を連絡する。 
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幹事長会の議題（想定） 

○ 被害状況 及び 議員の安否について 

○ 会議の運営方法・日程について   等 

 

 

 

 

 

 

 

 

本会議場及び委員会室等が安全でない場合 

 

区本部が設置された ⇒ 議会災害対策会議の設置 

(区内が震度５弱以上で、執行機関において緊急の対応を要する場合） 

本 会 議 

行 

動 

① 本会議場から直ちに避難する。 

※本庁舎正面玄関前を集合場所とするが、状況によっては変更する。 

② 避難場所(又は代替の場所)において、幹事長会（※１） 

を開催し、対応を協議する。 

③ 議会運営委員会で「本会議の運営や日程変更等」につい 

て決定する。 

④ 本会議を再開し、延会（休会・会期延長等）の手続きを 

とる。 

※ 議会運営委員以外の議員は、安全性の確認や今後の対応が決定す

るまで避難場所(又は代替の場所)で待機する。 

委 員 会 

 
 
 
 

行 

動 
① 委員会室から直ちに避難する。 

※本庁舎正面玄関前を集合場所とするが、状況によって変更する。 

② 避難場所（又は代替の場所）において、各委員会の委員 

長及び副委員長を集め、対応を協議する。 

③ 委員会を再開し、閉会等の手続きをとる。 

※ 委員長及び副委員長以外の議員は、安全性の確認や今後の対応が

決定するまで避難場所（又は代替の場所）で待機する。 

※ 委員会に出席していない議員は、安否確認システム等を利用して

事務局に安否を連絡する。 
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（※１） 
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（2）会議時間外 

① 自身 及び 家族の安全確保 

 

② 安否連絡 

区内で震度５弱以上の地震が発生した場合、議員は安否確認 

システム等を利用して事務局に安否を連絡する。 

③ 区本部の設置 

議会災害対策会議が設置される。 

④ 議長・副議長の参集 

⑤ 対応方針を協議 

議長・副議長 及び 事務局は、被害状況や議員の安否状況等 

を勘案し、対応方針を協議する。※ 区本部との調整 

⑥ 幹事長会（※１）の開催（３日以内） 

事務局より幹事長会に出席する各会派幹事長への連絡を行う。 

※ 議長が被害状況等を勘案し，幹事長会を開催する必要が 

  ないと判断する場合もある。 

⑦ 支援活動 及び 災害情報の収集 

対応方針に基づき、各々の地域において支援活動 及び 情報 

収集等を行う。  

※Ｐ28 参照 
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（3）視察等区外  

 
被 害 状 況 

A B C 

板 橋 区 有 有 無 

視 察 先 等 無 有 有 

掲載ページ P11 P12 P13 

Ａ：板橋区が被災した場合 

① 安否連絡 及び 家族の安否確認 

区内で震度５弱以上の地震が発生した場合、議員は安否確認 

システム等を利用して事務局に安否を連絡する。 

② 区内の情報収集 

※随行している事務局職員がいない場合は、議員が事務局と 

連絡を取り合い、区内の被害状況等の情報を収集する。 

③ 視察中止を決定し、区内に戻る 

議会災害対策会議が設置されたことに伴い、区内に戻り、 

参集指示等に備える。 

④ 対応方針を協議 

議長・副議長 及び 事務局は、被害状況や議員の安否状況等 

を勘案し、対応方針を協議する。※区本部との調整 

⑤ 幹事長会（※１）の開催（３日以内） 

事務局より幹事長会に出席する各会派幹事長への連絡を行う。 

※ 議長が被害状況等を勘案し，幹事長会を開催する必要が 

ないと判断する場合もある。 

⑥ 支援活動 及び 災害情報の収集 

対応方針に基づき、各々の地域において支援活動 及び 情報 

収集等を行う。  
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Ｂ：板橋区 及び 視察先等が被災した場合 

① 安全確保・安否連絡 及び 家族の安否確認 

区内で震度５弱以上の地震が発生した場合、議員は安否確認 

システム等を利用して事務局に安否を連絡する。 

② 区内に戻る手段の確保 及び 情報収集 

※随行している事務局職員がいない場合は、議員が事務局と 

連絡を取り合い、区内の被害状況等の情報収集及び区内に 

戻る手段を確保する。 

③ 視察中止を決定し、区内に戻る 

議会災害対策会議が設置されたことに伴い、区内に戻り、 

参集指示等に備える。 

④ 対応方針を協議 

議長・副議長 及び 事務局は、被害状況や議員の安否状況等 

を勘案し、対応方針を協議する。※ 区本部との調整 

⑤ 幹事長会（※１）の開催（３日以内） 

事務局より幹事長会に出席する各会派幹事長への連絡を行う。 

※ 議長が被害状況等を勘案し，幹事長会を開催する必要が 

ないと判断する場合もある。 

⑥ 支援活動 及び 災害情報の収集 

対応方針に基づき、各々の地域において支援活動 及び 情報 

収集等を行う。  
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Ｃ：視察先等が被災した場合 

① 安否連絡 及び 安全確保 

※随行している事務局職員がいない場合は、議員が使用可能 

な伝達手段で事務局に安否を連絡する。 

② 区内に戻る手段の確保 及び 情報収集 

随行している事務局職員がいない場合は、議員が事務局と 

連絡を取り合い、区内に戻る手段を確保する。 

③ 視察中止を決定し、区内に戻る 
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中  期 

(３日～７日) 
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（1）議員の活動 

① 連絡態勢の確保 

あらゆる伝達手段を確保する。 

② 災害情報の収集 

各議員は、議会災害対策会議からの参集指示があるまでは、 

地域での救援活動に協力するとともに、議長が割振った避難 

所を巡回するなど、被害状況や区民の声などの情報収集を行 

う。 
 

※避難所の割振りは、議員の安否状況等を考慮し、議長が行う。 

※情報収集を行う際は、(1)いつ (2)どこで (3)何があったの３点を 

明確にし、災害情報を区本部へ迅速かつ効率的に伝達するために、 

区本部が使用している「情報通信伝票」（P17）を用いる。 

※検討事項：議会のＩＣＴ化と併せて、写真等を簡易に送信できる 

アプリの活用 

③ 議会災害対策会議への情報提供 

議員が収集した情報は、随時、議会災害対策会議へ提供する。 

提供方法はその時に使用可能な伝達手段で行う。 

 

＜伝達手段＞ ※上から順に使用可能なものを使う。 

① 電子メール  議事係(g-giji@city.itabashi.tokyo.jp) 

        庶務係(g-shomu@city.itabashi.tokyo.jp) 

調査係(g-chosa@city.itabashi.tokyo.jp) 

② 電 話（03-3579-2702 / -2703 / -2704） 

③ ＦＡＸ（03-3579-2780）                等 

 

④ 区民への情報提供 

議員は、議会災害対策会議等から提供された情報を、適宜、 

区民に伝達する。 

 

  

策

定

目

的 

区
議
会
に
お
け
る 

災
害
対
応
の
方
針 

等 

初 

動 

対 

応 

中 
 

 

期 

長 
 

 

期 

安
否
確
認
シ
ス
テ
ム 

資 
 

料 

訓 
 

 

練 

mailto:g-giji@city.itabashi.tokyo.jp
mailto:g-shomu@city.itabashi.tokyo.jp
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（2）議会災害対策会議の活動 

情報収集・情報提供 ※議会災害対策会議が解散するまで、継続して行う。 

議 員 ⇒ 議会災害対策会議 ⇒ 区本部 

① 議員からの情報収集 
議会災害対策会議は、区本部が使用している「情報通信伝票」（Ｐ17） 

を用いて、議員から区内の被災情報を収集する。 

② 情報の整理 

議会災害対策会議に集まった情報は、事務局が集約し、議長の判断を 

仰ぎながら処理する。 

③ 区本部への情報提供 

区本部 ⇒ 議会災害対策会議 ⇒ 議 員 

① 区本部からの情報収集 

議会災害対策会議が区本部から情報を収集する。 

② 議員への情報提供 
議会災害対策会議は、使用可能な伝達手段（Ｐ15）で議員への情報 

提供を行う。 

議会機能復旧のための準備活動 

① 会議を開催するための協議・準備 

   ○ 会期日程の組立直し  

（会期外：直近の会期日程の組立直し） 

  ○ 被害状況の確認・共有 

     ○ 議場の確保            等 

② 議員への情報提供 

   決定事項等を全議員に情報提供する。  
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  長  期 

(７日～1 か月) 
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議会機能の早期復旧 
被害状況の全容を概ね把握できた段階で、執行機関とともに 

復興に向け、災害対応に関する議案の審議及び議決、専決処分 

の報告等を受けるなどの議決機関としての役割を果たすため、 

議会機能を早急に復旧させる必要がある。 
 

 
会議の開催 

できる できない 

議 員 定 数 
半数以上が招集 

できる 

半数以上が招集 

できない 

議 場 の 確 保 ○ × 

区議会事務局 

の 体 制 
○ × 

 ※３つの条件が整う必要がある。  

 

※本会議を開催できたとしても、各委員会の定数に欠員が生じ、定足数を 

保てない委員会があった場合は、会派別の委員数に応じた委員の選任を 

行うことができる。 
 

【会議の開催ができる場合】 

① 幹事長会・議会運営委員会の開催 

開催予定の会議（中止した会議も含む）について、 

議会機能の再開に向け、運営方法や審議方法等を協議する。 

（例：一般質問であれば、質問の持ち時間数の変更等） 

② 本会議・委員会の開催 

【会議の開催ができない場合】 

 ○ 議会が成立しない際は、地方自治法第 179 条に基づき、長の 

専決処分による対応がとられると考えられる。 
 

○ （定数が足りない）区議会議員の補欠選挙の実施検討 

（公職選挙法第 113 条第１項第６号） 

市町村の議会の議員の場合には、第 110 第１項にいうその当選人の不足数 

と通じて当該選挙区における議員の定数の６分の１を超えるに至つたとき。 
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４．安否確認システム登録手順 

（1）登録方法 

① ＵＲＬ入力（参照１） 又は ＱＲコード読み取り（参照２） 

   ↓ 

   ② サイト内記載のアドレス宛てに空メールを送信 

       ↓ 

   ③ 返信メール内記載のＵＲＬからシステム専用サイトにアクセス 

       ↓ 

   ④ 詳細設定画面から必要事項（下記の(2)参照）の入力・選択 

     

参照 1 http://www.bousai-mail.jp/itabashi/sanshu 

 

参照 2 

 

 

（2）登録内容 

   ① 名  前     ＊名前を入力 

② 所属部署     ＊「区議会事務局」→「区議会」を選択 

③ 任命内容（地震） ＊「その他」を選択 

※上記以外の項目の登録は不要。 

ただし、水害時等の活動が無いというわけではない。 

 

（3）ドメイン名の設定 

    迷惑メール防止等のためメールの受信制限を設定している場

合は、安否確認システムから配信されるメールが受信できない

ことがある。 

    そのため、ドメインが「bousai-mail.jp」からのメールを受

信することができるよう、事前に設定を行うこと。 

 

 

 

http://www.bousai-mail.jp/itabashi/sanshu


 

- 21 - 

 

下記URLにアクセスし、あなた
の安否と参集の可否を登録し
てください。

http://www.bousai-
mail.jp/xxxxx/xxxxx

○○○○年○○月○○日△
△：□□頃、東京23区で震度6
弱の地震が発生しました。

あなたは、●●態勢です。

 システム

こちらは板橋区職員参集安否
確認システムです。

　ＦＲＯＭ：**********
　ＳＵＢ　：職員参集安否確認

　受信メール

　○月○日　△△：□□

■安否確認

○×○×…

安否・参集登録

○参集に24時間超必要

⦿無事です

○無事ではありません

■参集確認

⦿1時間以内の参集可能

安否ならびに参集について入力し
「送信」ボタンを押してください。

送信

下の欄にメッセージを入力で
きます。

〇3時間以内の参集可能

○24時間以内の参集可能

■安否確認

■メッセージ

○×○×…

安否・参集登録完了

1時間以内の参集可能

以下のとおり、登録を完了しま
した。

(*)登録は何度でも行えますの
で、状況が変わったらまたアク
セスして変更してください。

無事です

■参集確認

TOPへ

（4）配信条件 

配信条件 配信メール 

地

震

関

係 

東京 

２３区に 

震度４の地震情報が発表

となった時 
震度速報 

震度５弱以上の地震情報

が発表となった時 
安否確認メール 

   ※配信条件が「東京 23 区」のため、板橋区の震度と異なる場合がある。 

    板橋区の震度は、気象庁のホームページやテレビ等で情報収集が必要。 

 

【安否確認メールのイメージ】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5）再登録及び削除方法 

    安否確認システムに登録したメールアドレスが変更になった場

合は、再度同じ手順を踏み、メールアドレスの再登録を行う必要

がある。 

    また、同時に変更前のメールアドレス情報を削除する必要があ

るため、管理者（区議会事務局次長）に申し出ること。  
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５．訓 練 

災害発生時に迅速かつ適切な行動をとることができるよう、各

議員及び事務局職員は、このマニュアルについての理解を深める

とともに、日頃より災害対応に関する知識の習得や災害に備えた

準備に努めるものとする。 

また、災害対応にかかる訓練を定期的に行うものとする。 

 

  【知識の習得】 

   ・ 救命技能認定証の取得（改選後４年に一度 一斉講習を実施） 

 

  【準   備】 

   ・ 安否確認システム等の各種システムやアプリへの登録 

・ 自宅及び事務所等での備蓄物資の用意 

   ・ 各会派代表者及び代表者が欠けた際の代理者の選定 

 

  【訓   練】 

・ 安否確認システムを使用した安否報告訓練 

・ 情報通信伝票及び地図を用いた情報収集訓練 

・ 板橋区役所への参集訓練 

・ 本会議場からの避難及び傍聴者誘導訓練 

 

   ※検討事項：議会のＩＣＴ化の検討結果によっては、タブレットや 

チャットアプリ等を活用した被害状況、安否、居場所 

等の情報収集に関する訓練の実施を検討する。 
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板橋区防災マップアプリ  

◆区内の地図を搭載し、オフライン
・ ・ ・ ・ ・

でも現在地を表示可能。 

◆避難所、避難場所、給水施設（深井戸）、警察署、消防署、救急病院 

や区施設等を地図上に目印表示可能。 

◆防災関係施設と現在地を結び、進行方向を案内することが可能。 

◆電子データ化した区の防災ガイドブック等を閲覧することが可能。 

 

 

Android 用          iPhone 用 

 

 

東京都防災アプリ 

◆防災マップ 

現在地やユーザーが選択した場所の危険度を順位で確認できる。 

地域危険度マップのほか、防災施設や災害時帰宅支援ステーションを掲載。 

◆緊急ブザー 

予め登録した家族や友人へ位置情報付メールを配信。日常でも使える安心機能。 

◆最新の災害情報 

自分が登録したエリアと東京都内の「避難情報」「気象情報」などの確認が可能。 

 

 

Android 用          iPhone 用 

 

 

東京消防庁公式アプリ 

◆チャットボット 

キーワードを投げかけると関連した質問を会話形式で回答。 

◆救急サポート 

非常時に役に立つ心肺蘇生動画や、胸骨圧迫をリードするテンポ音で、サポート。    

 

 

Android 用          iPhone 用 
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６．資 料 

 

資料１ 東京都板橋区議会災害対応方針     ……25 

資料２ 東京都板橋区議会災害対策会議設置要綱 ……27 

資料３ 板橋区防災ガイドブック（抜粋）    ……28 
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東京都板橋区議会災害対応方針 

 

１ 趣旨 

  東京都板橋区（以下「区」という。）において地震等の災害が発生した際

に、区議会及び区議会議員が迅速かつ適切な対応を図るため、具体的な対応

方針を定める。 

 

２ 議会の役割 

  議会は、地震等の災害が発生した際には、板橋区災害対策本部（以下「区

本部」という。）と連携し、災害情報の収集に努めなければならない。一方

で、災害の初期においては、区本部ができる限り災害対応に専念できるよ

う、配慮する必要がある。そのため、議会は、板橋区議会災害対策会議設置

要綱に基づき、板橋区議会災害対策会議（以下「議会災害対策会議」とい

う。）を設置し、以下の役割を担うものとする。 

  

 （１）議員の安否確認を行うこと。 

（２）災害等の各種情報を議員及び区本部から収集・整理し、必要に応じて  

議員及び区本部に情報を提供して連携を図ること。 

（３）区本部及び関係機関に対し、優先順位を付して要望及び提言を行うこ

と。 

  この場合において、議会災害対策会議は、区本部が災害対応に専念でき

るよう、会派及び議員からの区本部への要望及び提言については、緊急

の場合を除き、議会災害対策会議を窓口として行うものとする。 

 （４）その他議長が必要と認める事項に関すること。 

 

３ 議員の役割 

  議員は区民の代表として、区民の信託に的確に応える議会の一員であると

ともに、一区民としての立場にもある。更に、地震等の災害が発生した直後

においては、地域の一員としての活動を果たす役割が強く求められる。災害

時においてこのような役割を担うため、議員は以下のとおり行動する。 
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（１）議会災害対策会議からの参集指示があるまでは、各々の地域において人

命救助等の救援活動に積極的に参加し、区民の安全確保と応急対応に努め

るなど、地域における活動に従事する。 

（２）地域活動などを通して、区が集めることができない地域の災害情報など

を収集し、議会災害対策会議に報告する。 

（３）議会災害対策会議から伝達された情報は、必要に応じて区民に伝達す

る。 

（４）議会災害対策会議からの情報提供や参集指示に速やかに対応できるよ

う、連絡態勢を常時確保する。 

（５）災害発生時に適切な行動をとれるよう、日頃より災害対応に関する知識

の習得や災害に備えた準備及び訓練に努める。 

 

４ 事務局の役割 

 議会災害対策会議が設置された際は、区議会事務局が以下の事務を担う。 

 

（１）議員の安否確認を行い、区本部及び議員へ情報を伝達する。 

（２）区本部において収集した情報を、必要に応じて議会災害対策会議に提供

する。 
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東京都板橋区議会災害対策会議設置要綱 

（平成２８年３月２３日 区議会議長決定） 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、板橋区議会災害対策会議（以下「議会災害対策会議」と

いう。）の設置に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 区議会は、地震等の災害により板橋区災害対策本部（以下「区本部」

という。）が設置された場合、これと連携するために議会災害対策会議を設置

する。 

２ 議長は、議会災害対策会議が設置されたときは、議員及び区本部にその旨

を通知する。 

（組織構成） 

第３条 議会災害対策会議は、全議員をもって構成する。 

２ 議長は、議会災害対策会議を総括し、議員を指揮監督する。 

３ 副議長は、議長を補佐し、議長に事故あるときは、その職務を代理する。 

４ 議長は、必要に応じて議員を招集することができる。 

（所掌事務） 

第４条 議会災害対策会議は、次に掲げる事務を所掌する。 

（１）議員の安否確認を行うこと。 

（２）災害等の各種情報を議員及び区本部から収集・整理し、必要に応じて  

議員及び区本部に情報を提供して連携を図ること。 

（３）区本部及び関係機関に対し、優先順位を付して要望及び提言を行うこと。 

  この場合において、議会災害対策会議は、区本部が災害対応に専念でき

るよう、会派及び議員からの区本部への要望及び提言については、緊急

の場合を除き、議会災害対策会議を窓口として行うものとする。 

 （４）その他議長が必要と認める事項に関すること。 

（対応方針） 

第５条 議会災害対策会議は、別に定める板橋区議会災害対応方針に従って、

所掌事務を遂行する。 

（事務局） 

第６条 議会災害対策会議の庶務は、区議会事務局がこれを担う。 

（補足） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、議長が別に定める。 

付 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 
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板橋区防災ガイドブック（抜粋） 資料３ 
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板橋区議会事務局 

 

〒173-8501 東京都板橋区板橋 2-66-1 

電 話   03(3579)2702 議事係 

               2703  庶務係 

               2704 調査係 

ＦＡＸ   03(3579)2780 
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